
平成１７年度日本商工会議所事業活動計画の重点課題平成１７年度日本商工会議所事業活動計画の重点課題

わが国の基本政策に関する
政策提言活動とその実現

～将来に安心感を持てる国づくりを目指して～～将来に安心感を持てる国づくりを目指して～

・デフレ克服と内需主導の自律的経済成長
・小さな政府を目指した社会保障・行財政・
税制の抜本改革
・出産・子育てにやさしい経済社会等の実現

・「日商ニュースファイル」、Ｅメール通信、
「石垣」、会議所ニュース、記者会見等による
情報提供
・各地商工会議所の協力によるＬＯＢＯ等、各種
調査・アンケート等の実施とフィードバック

各種委員会・小委員会での活発な討議
と要望・報告書等の取りまとめ

・会頭・副会頭会議、常議員会、議員総会での活
発な討議
・各ブロックにおける日商会頭との懇談会の開催
・夏季政策懇談会の開催
・中小都市等会議所会頭と日商正副会頭との懇談
会の開催

日商・全国商工会議所
のネットワーク

商工会議所ネットワークを強固にし、「健康な日本」のさらなる飛躍に向けて商工会議所ネットワークを強固にし、「健康な日本」のさらなる飛躍に向けて
～ダイナミズムとバイタリティー～ダイナミズムとバイタリティーあふれるあふれる中小企業中小企業とともにとともに～～

総合的なまちづくりの
推進と地域産業の振興

新時代に対応した
商工会議所の組織・財政
・運営基盤の強化

FTA・EPAの推進と
国際ビジネス支援

中小企業の健全な成長･
発展と、創業・経営革新
への挑戦支援
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平成１７年度日本商工会議所事業活動計画のあらまし平成１７年度日本商工会議所事業活動計画のあらまし

２．中小企業の健全な成長・発展と、創業・経営革新への挑戦支援

◆中小企業の成長・発展を支援するため、創業・経営革新、金融対策、技術革新、人材確保等への対応
－創業希望者や、経営革新に取り組む事業者を掘り起こす「創業・第二創業挑戦フォーラム(仮称)」、及び｢創業塾｣
｢第二創業塾｣の開催等による創業・経営革新への支援
－革新的な中小企業・経営者を対象とした各地商工会議所における表彰・顕彰制度の創設･運営の啓発･支援
－企業経営や技術開発等への取り組みを人材面から支援する「企業等ＯＢ人材活用推進事業」の実施
－「中小企業再生支援協議会」の活動を通じた中小企業の再生支援
－小企業等経営改善資金融資（マル経）制度、セーフティネット保証・貸付等の普及・推進による中小企業へ
の円滑な資金供給の確保、電子債権市場などの新たな金融手法の調査・研究等
－中小企業会計基準の周知・普及の推進
－経営安定特別相談事業の効果的な推進
－地域金融や政府系中小企業金融機関の機能強化など中小企業金融円滑化のための要望活動
－産学官連携事業の支援、ＳＢＩＲ（中小企業技術革新）制度の普及・啓発
◆円滑な事業承継税制の確立、留保金課税の撤廃、エンジェル税制の拡充等中小企業の活力強化を図るための税制
改正へ向けた対応強化
◆消費税の制度改正に伴う相談事業・税務書類作成代行の実施、「ＷＥＢ消費税ガイド」の充実等を通じた中小企業の
対応支援
◆知的財産（特許・実用新案・商標等）権の活用の推進
◆ネット社会における中小企業人材の育成･能力開発
◆「女性起業家大賞」による女性の創業支援や全商女性連事業を通じた商工会議所女性会活動の支援
◆青年部会員向けビジネスサイト等、商青連事業を通じた商工会議所青年部活動の支援
◆個人情報管理体制の向上を支援するため、個人情報漏えい賠償責任保険制度の普及促進

１．わが国の基本政策に関する政策提言活動とその実現１．わが国の基本政策に関する政策提言活動とその実現

◆デフレ克服、本格的な内需主導の景気回復実現のための提言・要望活動
◆出産・子育てにやさしい経済社会の実現を目指した提言活動と対策の啓発・普及
◆まちづくり三法の抜本的見直しに向けた提言・要望活動
◆年金・介護・医療を総合的に捉えた社会保障制度の抜本改革実現のための研究・提言
◆地方分権と三位一体改革の推進、規制改革・行財政改革の徹底のための研究・提言
◆わが国の財政構造や国・地方を通じた税財政体系のあり方の研究･提言
◆将来のわが国を支える人材育成のための学校・家庭・社会による教育のあり方についての研究・提言
◆外国人労働者の受け入れ促進のための提言･要望活動
◆政策委員会提言をはじめ各種委員会活動の活発化による各種提言・要望の実現に向けた取り組み

 主 要 事 業

 重 点 課 題

全国の商工会議所と取り組む重点課題とその解決に向けた主要全国の商工会議所と取り組む重点課題とその解決に向けた主要事業事業

 主 要 事 業

 重 点 課 題

地域に根ざした商工会議所の総力を結集し、デフレからの完全脱却を目指
した政策・提言活動を展開するとともに、少子化・人口減少問題、まちづくり問
題、社会保障、財政構造、税制、金融問題、教育問題、国際関係、地球環境
問題等について、政府･与党を始めとする要路に、全国商工会議所ネットワー
クを活用した迅速・的確な政策提言を行う。

日本経済のダイナミズムの源泉である中小企業の活性化を促進す
るため、中小企業人材の育成・能力開発を支援するとともに、創業・
経営革新（第二創業）への挑戦支援、表彰・顕彰制度等を通じて、元
気で勇気ある中小企業経営者の発掘・支援に努める。
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５．新時代に対応した商工会議所の組織・財政・運営基盤の強化、事業の展開

◆各地商工会議所の財政基盤強化に向けた会員サービス事業・収益事業の一層の普及促進・改善や新規事業開発の
検討
◆各地商工会議所からの事業活動・会議所運営に関する相談体制の整備、先進事例の提供等
◆運営小委員会等における商工会議所運営・事業・法制面の諸課題の検討
◆商工会議所の合併円滑化等への支援
◆電子政府・電子自治体や電子商取引等に対応した「ビジネス認証サービス」の普及・推進・拡大
◆「ネット試験」、ｅラーニングなどＩＴ世代に向けた検定事業の普及・推進
◆商工会議所向けのＴＯＡＳ／Ｗｅｂの導入促進と教育研修の充実
◆各地商工会議所の実施する企業向け情報化セミナー・研修会等の開催支援
◆商工会議所のブランド力強化を目的とした広報活動の展開

４．諸外国とのＦＴＡ・ＥＰＡの推進と国際ビジネス支援

◆各国とのＦＴＡ・ＥＰＡの締結促進のための調査研究および提言･要望活動
◆日墨ＥＰＡ特定（恵）原産地証明書の円滑な発給支援およびアセアン等とのＦＴＡ・ＥＰＡ交渉の進展を踏まえた特恵原産
地証明書の発給体制の整備
◆日アセアン経済協議会活動を通じたアセアンとの経済連携強化および日アセアン首脳との対話の実現
◆ＡＢＡＣ日本委員の活動支援等を通じた日本企業のアジア・太平洋地域における事業環境の整備
◆東アジア地域日本人商工会議所との連携強化
◆会頭ミッションはじめ各種経済ミッションの派遣、受け入れを通じた諸外国との経済交流の促進

３．総合的なまちづくりの推進と地域産業の振興

◆「まちづくり特別委員会」で大型集客施設の立地の広域調整の仕組みづくり、計画的な土地利用制度の確立、立地企業
と地域との共生によるまちづくり等、まちづくり三法の抜本的見直しなどを専門的に検討し提言
◆事業承継税制の確立など事業を相続する若者が希望を持てるような後継者対策の仕組みづくり
◆「中小商業ビジネスモデル連携支援事業」の推進による中小商業者の競争力強化
◆「商工会議所観光大会２００５」（１０月１４･１５日、岡山県倉敷）の開催
◆産業観光など各地商工会議所における「ニュー・ツーリズム」振興への取り組みを支援
◆「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」の推進による国内外の市場で通用するブランド力の育成・強化、海外市場への販路
開拓の支援、各地商工会議所のものづくり支援事業におけるコーディネータ機能の強化

 重 点 課 題

 重 点 課 題

 重 点 課 題

 主 要 事 業

 主 要 事 業

全国の商工会議所と取り組む重点課題とその解決に向けた主要事業全国の商工会議所と取り組む重点課題とその解決に向けた主要事業

主 要 事 業

地方分権の進展に対応し、効率的で活力ある地域経済社会を実現する
ため、同一経済圏の商工会議所および他の経済団体との連携の促進に
取り組むとともに、地域総合経済団体にふさわしい商工会議所の組織・財
政・運営基盤の強化を図る。また、電子認証事業等の新しい時代に対応
した事業を通じて、中小企業のＩＴ社会への対応を支援するとともに、各種
収益事業の強化策を検討する。

国際経済環境の変化を踏まえ、諸外国との新たな経済連携の構築に向け
て、ＦＴＡ・ＥＰＡの締結を促進し、貿易･投資の自由化・円滑化等を図るととも
に、中小企業の国際ビジネスを支援する。

空洞化する中心市街地や低迷する地場産業を活性化し、「活力があり、誇
りが持てるようなまちづくり」を推進するため、「まちづくり三法」の抜本的見
直しの実現を図るとともに、地域資源を活かした地域ブランド力の育成・強化
に向けた取り組みを支援する。併せて、まちづくり運動の一環として、産業観
光など新しい切り口による観光振興への取り組みを支援する。


